
No.253

令和5年 (2023年) 11月１日発行 66
市議会だより

一般会計決算特別委員会質疑

本
市
で
は
、
松
ケ
本
町
と
上
穂

東
町
の
２
か
所
の
バ
ス
タ
ー
ミ

ナ
ル
が
企
業
バ
ス
や
ス
ク
ー
ル
バ
ス
の

タ
ー
ミ
ナ
ル
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る

と
の
こ
と
で
あ
る
。
利
用
分
担
金
の
歳

入
額
も
大
き
く
、
敷
地
の
規
模
に
比
し

て
か
な
り
の
利
用
が
あ
る
よ
う
だ
が
、

利
用
状
況
や
需
要
、
空
き
状
況
は
ど
の

よ
う
に
な
っ
て
い
る
か
。

企
業
と
大
学
の
送
迎
用
バ
ス
に

よ
り
、
通
勤
・
通
学
の
時
間
帯

が
利
用
の
ピ
ー
ク
と
な
っ
て
お
り
、
そ

の
他
の
時
間
帯
は
多
少
利
用
台
数
の
減

小
中
学
校
に
お
け
る
教
職
員
は

教
育
現
場
に
お
い
て
多
岐
に
わ

た
る
役
割
を
果
た
し
て
お
り
、
教
育
の

質
の
向
上
の
た
め
に
も
、
教
職
員
の
業

務
負
担
の
軽
減
は
重
要
な
課
題
で
あ
る

と
考
え
る
。
本
市
で
は
、
令
和
元
年
度

に
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
を
導
入
し
た
ほ

か
、
令
和
４
年
度
か
ら
大
阪
府
Ｇ
Ｉ
Ｇ

Ａ
ス
ク
ー
ル
運
営
支
援
セ
ン
タ
ー
に
参

加
し
た
と
の
こ
と
だ
が
、
内
容
は
ど
の

よ
う
な
も
の
か
。
ま
た
、
効
果
検
証
は

行
っ
た
の
か
。

校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
は
、
名
簿

管
理
や
成
績
処
理
等
の
校
務
事

務
を
行
い
、
そ
の
デ
ー
タ
を
一
括
管
理

問答

本
市
で
は
、
中
学
校
の
部
活
動

に
部
活
動
指
導
者
（
※
１
）
の

派
遣
と
部
活
動
指
導
員
（
※
２
）
の
配

置
を
行
っ
て
い
る
が
、
教
員
の
負
担
軽

減
に
効
果
は
あ
っ
た
の
か
。
ま
た
、
指

導
者
や
指
導
員
の
人
材
確
保
は
ど
の
よ

う
に
し
て
い
る
の
か
。
さ
ら
に
人
材
の

資
質
向
上
も
重
要
だ
と
考
え
る
が
、
安

全
管
理
や
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
関
す
る
研

修
は
実
施
し
て
い
る
の
か
。

教
員
か
ら
は
、
指
導
員
の
派
遣
、

指
導
者
の
配
置
に
よ
っ
て
部
活

動
指
導
の
負
担
が
減
り
、
時
間
外
労
働

時
間
の
削
減
に
つ
な
が
っ
て
い
る
と
の

声
を
聞
い
て
い
る
。
ま
た
、
各
中
学
校

中
学
校
の
部
活
動
支
援
に
つ
い
て

答
　
自
由
民
主
党
・
絆

　
　
　
　
　
　
　
永
田
　
真
樹

問

（※１）部活動指導者：

教員の時間外勤務の縮減及び負担軽減を目的に市教委が中学校に配置する、専門的な技
術や指導力を備えた会計年度任用職員のこと。

（※２）部活動指導員：

部活動の充実を図ることを目的に市教委が中学校へ派遣する、専門的な技術や指導力を
備えた大学生等の有償ボランティアのこと。

一般会計決算特別委員会での関係書類審一般会計決算特別委員会での関係書類審査査

一般会計
決算特別委員会 

質疑

　「令和４年度大阪府茨木市一般会計
決算」の審査が付託された一般会計
決算特別委員会は、青木 順子委員（公
明党）を委員長に選任し、9 月 12 日・
13 日・14 日の３日間にわたり、関
係書類の審査を行ったのち、15 日に
質疑を行い、委員会としての採決を
行いました。
　その後、9 月 22 日の最終本会議に
おける採決で、賛成者多数で認定し
ました。

送
迎
用
バ
ス
タ
ー
ミ
ナ
ル
の
利
用
状
況
は

　
公
　
明
　
党

　
　
　
　
　
　
　
岡
本
　
壱
郎

少
が
見
ら
れ
る
。
利
用
台
数
は
増
加
傾

向
に
あ
り
、
空
き
状
況
に
つ
い
て
は
、

一
時
利
用
の
対
応
は
し
て
い
る
が
、
年

間
を
通
し
て
の
利
用
に
関
し
て
は
対
応

が
困
難
な
状
況
と
な
っ
て
い
る
。

教
職
員
の
業
務
負
担
軽
減
に
つ
い
て

す
る
も
の
で
、
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
に
よ

る
と
、
導
入
前
に
比
べ
て
資
料
の
作
成

等
に
負
担
を
感
じ
て
い
る
教
職
員
の
割

合
が
減
少
し
て
い
る
。
Ｇ
Ｉ
Ｇ
Ａ
ス

ク
ー
ル
運
営
支
援
セ
ン
タ
ー
は
、
タ
ブ

レ
ッ
ト
の
ト
ラ
ブ
ル
等
に
つ
い
て
専
用

の
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
や
有
人
チ
ャ
ッ
ト

ボ
ッ
ト
で
保
護
者
、
児
童
・
生
徒
、
教

職
員
が
直
接
相
談
を
行
う
こ
と
が
で

き
、
効
果
の
検
証
は
行
っ
て
い
な
い
が
、

学
校
か
ら
は
問
合
せ
の
電
話
が
減
っ
た

と
い
う
声
を
聞
い
て
い
る
。

問答
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市

議

会

だ

よ

り

ひ
と
り
暮
ら
し
高
齢
者
等
日
常

生
活
支
援
事
業
及
び
高
齢
者
訪

問
理
美
容
サ
ー
ビ
ス
出
張
費
助
成
に
つ

い
て
、
要
介
護
認
定
を
受
け
て
い
る
人

数
９
，
６
３
０
人
と
比
べ
、
令
和
４
年

度
の
利
用
者
が
そ
れ
ぞ
れ
59
人
、
27
人

と
少
な
い
。
利
用
し
た
い
人
に
情
報
が

届
く
よ
う
周
知
す
る
と
と
も
に
、
利
用

者
の
声
に
応
え
、
積
極
的
に
利
用
し
て

も
ら
え
る
よ
う
な
取
組
み
が
必
要
と
考

え
る
が
ど
う
か
。

各
事
業
に
つ
い
て
は
、
窓
口
で

の
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
配
布
や
、
市

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
お
よ
び
広
報
誌
へ
の
掲

載
の
ほ
か
、
サ
ー
ビ
ス
利
用
が
必
要
と

思
わ
れ
る
方
に
、
地
域
包
括
支
援
セ
ン

タ
ー
や
ケ
ア
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
か
ら
案
内

し
て
い
た
だ
い
て
い
る
。
日
常
生
活
支

援
事
業
に
つ
い
て
は
、
１
か
月
当
た
り

令
和
４
年
度
の
都
市
計
画
税
は
、

収
入
額
が
44
．
２
億
円
に
対
し

て
事
業
へ
の
充
当
率
は
61
．
１
％
と

年
々
減
少
し
て
い
る
が
、
充
当
す
る
割

合
は
決
ま
っ
て
い
る
の
か
。
都
市
計
画

税
は
そ
の
目
的
に
沿
っ
て
納
め
ら
れ
る

も
の
で
あ
り
、
都
市
計
画
に
関
す
る
事

業
に
全
て
を
充
当
す
る
よ
う
な
予
算
編

成
、
財
政
運
営
を
す
べ
き
と
考
え
る
が

ど
う
か
。

問 目
的
に
沿
っ
た
財
源
の
活
用
を

市
が
実
施
し
た
令
和
４
年
度
の

子
ど
も
の
読
書
に
関
す
る
ア
ン

ケ
ー
ト
で
は
、
前
回
の
令
和
元
年
度
と

比
較
し
て
、
１
か
月
に
１
冊
も
本
を
読

ま
な
い
と
回
答
し
た
児
童
・
生
徒
の
割

合
で
あ
る
不
読
率
が
中
学
２
年
生
は

６
．
１
％
か
ら
７
．
３
％
、
小
学
５
年

生
は
４
．
８
％
か
ら
５
．
３
％
と
上
昇

し
て
い
る
。
こ
の
結
果
に
つ
い
て
、
市

は
ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
る
の
か
。

不
読
率
の
増
加
は
、
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
等
の
利
用
機
会
が
増
え

た
影
響
が
大
き
い
と
考
え
て
い
る
。
読

書
離
れ
は
全
国
的
な
傾
向
で
あ
り
、
同

時
期
に
行
わ
れ
た
学
校
読
書
調
査
に
お

い
て
、
不
読
率
の
全
国
平
均
が
中
学

会 計 区 分 歳入決算額 歳出決算額 差　引

一 般 会 計 115,491,776,028 112,677,976,053 2,813,799,975

特

別

会

計

財 産 区 4,988,618,993 79,846,921 4,908,772,072

国 民 健 康 保 険 事 業  28,112,689,754 26,950,679,818 1,162,009,936

後期高齢者医療事業 4,939,038,629 4,743,123,299 195,915,330

介 護 保 険 事 業 21,447,298,355 20,994,249,682 453,048,673

合 計 174,979,421,759 165,445,875,773 9,533,545,986

下水道等事業会計
（ 収 益 的 収 支 ）

7,093,229,265 5,971,856,601 1,121,372,664

水 道 事 業 会 計
（ 収 益 的 収 支 ）

5,951,053,839 5,168,417,785 782,636,054

[ 令和 4 年度各会計別歳入歳出決算額 ］[ 令和 4 年度各会計別歳入歳出決算額 ］ （単位：円）

答 問 子
ど
も
の
読
書
活
動
推
進
計
画
の
成
果
は

　
大
阪
維
新
の
会

　
　
　
　
　
　
　
岩
本
　
　
守

問答 か
ら
の
卒
業
生
へ
の
連
絡
や
、
学
校
運

営
協
議
会
に
お
い
て
地
域
の
方
か
ら
紹

介
い
た
だ
く
な
ど
し
て
人
材
確
保
を

行
っ
て
い
る
。
資
質
向
上
に
つ
い
て
は
、

各
中
学
校
に
お
い
て
、
管
理
職
や
顧
問

か
ら
部
活
動
に
お
け
る
安
全
管
理
や
ハ

ラ
ス
メ
ン
ト
に
つ
い
て
指
導
を
行
っ
て

い
る
。

　
い
ば
ら
き
未
来
の
会

　
　
　
　
　
　
　
西
本
　
睦
子

高
齢
者
の
暮
ら
し
の
サ
ポ
ー
ト
に
つ
い
て

の
利
用
回
数
を
増
や
し
て
欲
し
い
と
の

声
も
い
た
だ
い
て
い
る
が
、
受
託
事
業

者
が
限
ら
れ
て
い
る
た
め
、
現
在
は
民

間
サ
ー
ビ
ス
等
と
組
み
合
わ
せ
て
利
用

し
て
い
た
だ
い
て
い
る
。

　
日
本
共
産
党

　
　
　
　
　
　
大
嶺
　
さ
や
か

都
市
計
画
税
は
、
都
市
計
画
事

業
お
よ
び
土
地
区
画
整
理
事
業

に
要
す
る
経
費
の
財
源
で
あ
る
が
、
取

組
み
や
進
捗
状
況
に
よ
っ
て
、
年
度
に

よ
り
充
当
対
象
事
業
は
増
減
す
る
。
こ

れ
ま
で
も
多
額
の
事
業
を
行
う
中
で
活

用
し
て
き
て
お
り
、
今
後
も
対
象
事
業

の
推
進
に
当
た
り
、
貴
重
な
財
源
と
し

て
市
民
と
も
共
有
し
な
が
ら
、
目
的
税

と
し
て
の
有
効
活
用
に
努
め
て
い
く
。

答

生
は
12
．
５
％
か
ら
18
．
６
％
、
小
学

生
は
６
．
８
％
か
ら
６
．
４
％
と
、
中

学
生
の
不
読
率
が
大
き
く
上
昇
し
て
い

る
こ
と
に
対
し
、
本
市
は
微
増
に
と
ど

ま
っ
て
い
る
。
ま
た
、
小
学
生
・
中
学

生
と
も
に
全
国
平
均
を
下
回
る
不
読
率

に
と
ど
ま
っ
て
お
り
、
子
ど
も
読
書
活

動
推
進
計
画
に
基
づ
く
取
組
み
の
成
果

で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

翌年度に繰り越す財源 1,830,040,253 円を含む

（※）

（※）


